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運用報告書（全体版）
第17期

（決算日 2014年12月 1 日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ投信倶楽部マネー」は、こ
のたび、第₁₇期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<8901>

ダイワ投信倶楽部マネー

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／債券

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 安定した収益の確保をめざして、安定運用
を行ないます。

主要投資対象 本邦通貨表示の公社債

株式組入制限 純資産総額の₃₀％以下

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の利息等収益と
売買益（評価益を含みます。）等の全額と
し、原則として、利息等収益等を中心とし
て分配金額を決定します。ただし、分配対
象額が少額の場合には、分配を行なわない
ことがあります。



ダイワ投信倶楽部マネー

■最近 ₅期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組入比率

純資産
総　額（分配落） 税　込

分配金
期　中
騰落率

円 円 ％ ％ 百万円
₁₃期末（₂₀₁₀年₁₁月₃₀日） ₁₀, ₀₂₆ ₁₀ ₀. ₁ ₉₅. ₂ ₄₂
₁₄期末（₂₀₁₁年₁₁月₃₀日） ₁₀, ₀₂₇ ₅ ₀. ₁ ₇₇. ₁ ₁₂
₁₅期末（₂₀₁₂年₁₁月₃₀日） ₁₀, ₀₂₇ ₅ ₀. ₀ ₇₇. ₁ ₁₂
₁₆期末（₂₀₁₃年₁₂月 ₂ 日） ₁₀, ₀₂₅ ₅ ₀. ₀ ₇₇. ₁ ₁₂
₁₇期末（₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日） ₁₀, ₀₂₆ ₀ ₀. ₀ ₇₇. ₃ ₁₂

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。
（注 ₃ ） 当ファンドは安定した収益の確保をはかることを目的として運用を行なっており、ベンチマークおよび参考指数

はありません。

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰落率
円 ％ ％

（期首）₂₀₁₃年₁₂月 ₂ 日 ₁₀, ₀₂₅ ― ₇₇. ₁
₁₂月末 ₁₀, ₀₂₅ ₀. ₀ ₇₇. ₃

₂₀₁₄年 ₁ 月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₂ 月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₃ 月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₄ 月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₅ 月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₆ 月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₇ 月末 ₁₀, ₀₂₇ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₈ 月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₉ 月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₁₀月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
₁₁月末 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃

（期末）₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日 ₁₀, ₀₂₆ ₀. ₀ ₇₇. ₃
（注）騰落率は期首比。

■当期中の基準価額の推移
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ダイワ投信倶楽部マネー

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₀₂₅円　期末：₁₀, ₀₂₆円　騰落率：₀. ₀％
【基準価額の主な変動要因】

利息収入により、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について

期を通じて、日銀は金融市場調節の操作目標をマネタリーベースとする量的・質的金融緩和政策を維持しました。また、
₂₀₁₄年₁₀月末には追加金融緩和を実施し、長期国債を中心とする資産買い入れをいっそう拡大しました。このような日銀の
金融政策を背景に、短期金融市場ではおおむね低位での金利水準が続き、無担保コール翌日物金利は₀. ₀₆％台を中心に推移
しました。国庫短期証券（ ₃ カ月物）の利回りは₀. ₀₅％程度で始まりましたが、日銀の買い入れによる需給ひっ迫等を背景
に、△₀. ₀₅％程度まで低下して期末を迎えました。
◆前期における「今後の運用方針」

安定した収益の確保をめざして、安定運用を行なうという、当ファンドの性格に基づき、短期国債やコール・ローン等
の短期金融資産による安定的な運用を行なってまいります。

◆ポートフォリオについて
短期国債およびコール・ローン等の短期金融資産による安定運用を行ないました。
◆ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークや参考指数を設けておりません。
◆分配金について

当期は、経費控除後の配当等収益が少額であったため、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。
■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

2013年12月 ₃ 日
～2014年12月 ₁ 日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ―
対 基 準 価 額 比 率 （％） ―
当 期 の 収 益 （円） ―
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―  

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₂₇
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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ダイワ投信倶楽部マネー

■ 1万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₃. ₁₂. ₃～₂₀₁₄. ₁₂. ₁）
金　額 比　率

信託報酬  ₃円 ₀. ₀₃₄％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₀, ₀₂₆円です。

（投信会社）  （₁）  （₀. ₀₁₄） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等
（販売会社）  （₂）  （₀. ₀₁₇） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₄   ₀. ₀₃₇  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。

■売買および取引の状況
公 社 債

（₂₀₁₃年₁₂月 ₃ 日から₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日まで）
買　付　額 売　付　額

国 

内

千円 千円

国 債 証 券 ₃₉, ₉₉₆ ― 
（₄₀, ₀₀₀） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）単位未満は切捨て。

《今後の運用方針》

　引続き、資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等の短期金融資産への投資により、安定的な運用を行
なってまいります。

■主要な売買銘柄
公　 社　 債

（₂₀₁₃年₁₂月 ₃ 日から₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
₄₈₆ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₁₂/₃ ₉, ₉₉₉ 
₄₆₅ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₁₀/₁₄ ₉, ₉₉₉ 
₄₄₄ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₇/₁₄ ₉, ₉₉₈ 
₄₂₂ 国庫短期証券  ₂₀₁₄/₄/₁₄ ₉, ₉₉₈ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。
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ダイワ投信倶楽部マネー

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
公    社    債 ₉, ₉₉₉ ₇₇. ₃ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂, ₉₄₃ ₂₂. ₇ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₂, ₉₄₃ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 12， 94₃， 772円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂, ₉₄₃, ₇₈₄  
公 社 債（評価額） ₉, ₉₉₉, ₉₈₈  

（Ｂ）負 債 2， ₃₃₅  
未 払 信 託 報 酬 ₂, ₁₅₃  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₈₂  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 12， 941， 4₃7  
元 本 ₁₂, ₉₀₇, ₆₀₃  
次 期 繰 越 損 益 金 ₃₃, ₈₃₄  

（Ｄ）受益権総口数 12， 907， ₆0₃口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10， 02₆円

＊ 期首における元本額は₁₂, ₉₃₇, ₆₀₃円、当期中における追加設定元本額は ₀ 円、同
解約元本額は₃₀, ₀₀₀円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₀, ₀₂₆円です。

（2）国内（邦貨建）公社債（銘柄別）
当　　　　　　　　　　　　　　　期　　　　　　　　　　　　　　　末

区 分 銘 柄 年 利 率 額 面 金 額 評 価 額 償 還 年 月 日
％ 千円 千円

国債証券 ₄₈₆ 国庫短期証券 ― ₁₀, ₀₀₀  ₉, ₉₉₉  ₂₀₁₄⊘₁₂⊘₀₃ 
（注）単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）国内（邦貨建）公社債（種類別）

作　　成　　期 当 期 末

区 分 額　面　金　額 評 価 額 組入比率
う ち Ｂ Ｂ 格
以 下 組 入
比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率
₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
国 債 証 券 ₁₀, ₀₀₀ ₉, ₉₉₉ ₇₇. ₃ ― ― ― ₇₇. ₃ 

（注 ₁ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₂ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。
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ダイワ投信倶楽部マネー

■損益の状況
当期　自₂₀₁₃年₁₂月 ₃ 日　至₂₀₁₄年₁₂月 ₁ 日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₅， ₆49円

受 取 利 息 ₅, ₆₄₉
（Ｂ）有価証券売買損益 184

売 買 益 ₁₈₂
売 買 損 ₂

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 4， 8₅₃
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 980
（Ｅ）前期繰越損益金 2， 1₆₆
（Ｆ）追加信託差損益金 ₃0， ₆88

（配 当 等 相 当 額）（ ₃₂, ₄₀₄）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁, ₇₁₆）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） ₃₃， 8₃4
次期繰越損益金（Ｇ） ₃₃， 8₃4
追 加 信 託 差 損 益 金 ₃₀, ₆₈₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₃₂, ₄₀₄）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₁, ₇₁₆）
分 配 準 備 積 立 金 ₃, ₁₄₆

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₉₄₉円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₃₁
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₂, ₄₀₄
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₂, ₁₆₆
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₃₅, ₅₅₀
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₃₅, ₅₅₀
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁₂, ₉₀₇, ₆₀₃口

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

復興特別所得税ならびに証券税制の軽減税率の廃止に関するお知らせ
･ ₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日から普通分配金ならびに解約時または償還時の差益に対し、所得税に₂. ₁％の率を乗じた復興特別所得税が課されて

います。また、証券税制の軽減税率は₂₀₁₃年₁₂月₃₁日をもって廃止されています。そのため₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日から₂₀₁₃年₁₂月₃₁日ま
では₁₀. ₁₄₇％（所得税 ₇ ％、復興特別所得税₀. ₁₄₇％および地方税 ₃ ％）、₂₀₁₄年 ₁ 月 ₁ 日以降は₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別
所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率が適用されます。

・復興特別所得税に係る記載がされた目論見書の再交付をご希望される受益者の方につきましては、その旨を販売会社までお申し出
ください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について
　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。
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